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円 円

198,365,395 23,597,479

190,215,592 17,597,479

76,309,493 6,000,000

53,400,629 54,727,975

35,278,184 10,172,837

25,082,796 2,973,619

144,490 7,812,712

358,909 1,995,260

7,790,894 2,080,932

200,000 1,482,066

7,115,764 2,269,000

2,135,130 25,941,549

△ 1,660,000 78,325,454

233,445,136

8,890,494 353,485,077

3,294,063 60,000,000

823,208 267,500

1,703,592 267,500

9,581,798 293,217,577

508,883 15,000,000

145,905,885 278,217,577

5,428,208 12,500,000

3,152,040 171,500,000

34,525,412 94,217,577

19,727,553

△ 96,000 353,485,077

431,810,531 431,810,531

貸     借     対     照     表

資 産 の 部 負 債 の 部

2021年12月31日現在

有 形 固 定 資 産

製 造 設 備

供 給 設 備

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

附 帯 事 業 流 動 負 債

関 係 会 社 短 期 債 務

未 払 費 用

預 り 金

純 資 産 の 部

資 本 金

株 主 資 本

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

原 料

附 帯 事 業 売 掛 金

附 帯 事 業 流 動 資 産

流 動 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

関 係 会 社 短 期 債 権

貯 蔵 品

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

そ の 他 投 資

附 帯 事 業 設 備

出 資 金

業 務 設 備

固 定 資 産 固 定 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

資 本 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

別 途 積 立 金

災 害 積 立 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金



下田ガス株式会社

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

（2） 固定資産の減価償却の方法
ｲ） 有形固定資産

定率法によっております。

主な耐用年数は次のとおりであります。
　供給設備　　　２～13年

ﾛ） 無形固定資産
定額法によっております。

（3） 引当金の計上基準
ｲ） 貸倒引当金

ﾛ） 退職給付引当金

ﾊ） 役員退職慰労引当金

ﾆ） 賞与引当金

（4） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 

当社は、従来役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規に基づく期末要支給額を
計上しておりましたが、2021年3月4日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制
度の廃止及び同日までの退職慰労金については打切り支給することとし、対象役員の退
任時に支給することが決議されました。
これにより、役員退職慰労引当金は全額取崩し、打切り支給の未払分6,000千円を「そ
の他固定負債」に表示しております。

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法
によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
算出しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

個　　別　　注　　記　　表

2021年１月１日から
2021年12月31日まで

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)、2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。



2．貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 937,571,526 円

（2） 関係会社に対する金銭債権及び債務
　　短期金銭債権 151,442,195 円
　　短期金銭債務 1,697,031 円

3．税効果会計に関する注記
繰延税金資産

退職給付引当金 5,842,363 円
賞与引当金 753,308
未払事業税 166,132
少額資産償却超過額 141,140
その他 4,010,123
繰延税金資産小計 10,913,066
評価性引当額 △ 3,797,302
繰延税金資産合計 7,115,764

4．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 29,457 円 9銭 

（2） １株当たり当期純利益 1,690 円 92銭 

5.　当期純損益金額
当期純利益 20,291,078 円

6．その他の注記
　　一株当たり純資産額及び一株当たり当期純利益は、表示単位未満を四捨五入しております。


